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＜凡例＞ 

・県条例：香川県社会福祉施設等の人員、設備運営等の基準等に関する条例（平成２４年

香川県条例第５２号） 

・市条例：高松市社会福祉施設等の人員、設備、運営等の基準等に関する条例（平成２４

年高松市条例第８５号） 

・基準：指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年３月

３１日厚生省令第３７号） 

・解釈通知：指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平

成１１年９月１７日老企第２５号） 

・単位数表：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年２月 

１０日厚生省告示第１９号） 

・老企第３６号：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サー

ビス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平

成１２年３月１日老企第３６号） 

・●：運営指導等における指摘事項 

 

【基準の性格】 

１ 基準は、指定居宅サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準

を定めたものであり、指定居宅サービス事業者は、常にその事業の運営の向上に努めな

ければならない。 

２ 指定居宅サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさな

い場合には、指定居宅サービスの指定又は更新は受けられず、また、基準に違反するこ

とが明らかになった場合には、①相当の期間を定めて基準を遵守するよう勧告を行い、

②相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告

に対する対応等を公表し、③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置を採らなかったと

きは、相当の期限を定めて当該勧告に係る措置を採るよう命令することができるもので

あること。また、③の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を公示しなけ

ればならない。なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取

消しを行う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不

適正なサービスが行われていることが判明した場合、当該サービスに関する介護報酬の

請求を停止させること）ができる。ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な

運営ができなくなったものとして、直ちに指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは

一部の効力を停止することができるものであること。 

① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

イ 指定居宅サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受けなか

ったとき 

ロ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者による

サービスを利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益を供与した  

とき 

②利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 
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Ⅰ 人員に関する基準 

【従業者の員数】 

１ 生活相談員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 生活相談員がサービス提供時間数以上配置されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 二 節  人員に関する基準 

(従業者の員数) 

第９３条 指定通所介護の事業を行う者(以下「指定通所介護事業者」という。)が当該

事業を行う事業所(以下「指定通所介護事業所」という。)ごとに置くべき従業者(以下

この節から第四節までにおいて「通所介護従業者」という。)の員数は、次のとおりと

する。 

一 生活相談員 指定通所介護の提供日ごとに、当該指定通所介護を提供している時

間帯に生活相談員(専ら当該指定通所介護の提供に当たる者に限る。)が勤務している

時間数の合計数を当該指定通所介護を提供している時間帯の時間数で除して得た数

が一以上確保されるために必要と認められる数  

（ポイント） 

○ 確保すべき生活相談員の勤務延時間数の計算式 

  提供日ごとに確保すべき勤務延時間数 ≧ 提供時間数 

 

〇 利用者の地域での暮らしを支えるため、医療機関、他の居宅サービス事業者、地域

の住民活動等と連携し、指定通所介護事業所を利用しない日でも利用者の地域生活を

支える地域連携の拠点としての機能を展開できるように、生活相談員の確保すべき勤

務延時間数には、「サービス担当者会議や地域ケア会議に出席するための時間」、（中略）

など、利用者の地域生活を支える取組のために必要な時間も含めることができる。 

  ただし、生活相談員は、利用者の生活の向上を図るため適切な相談・援助等を行う

必要があり、これらに支障がない範囲で認められるものである。 

 

○ 生活相談員の資格（香川県の場合） 

 ① 社会福祉主事任用資格取得者 

・ 大学等で厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を修めて卒業した（又

は大学院への入学を認められた）者 

※ 大学等とは学校教育法に定める大学（短期大学を含む）を指し、専門学校は

含まない。 

・ 厚生労働大臣の指定する養成機関又は講習会の課程を修了した者 

・ 厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者 

② 社会福祉士 

③ 精神保健福祉士 

④ 介護支援専門員 

   ※ 介護支援専門員とは、介護保険法第６９条の７第１項の介護支援専門員証の

交付を受けたものをいう。 

 ⑤ 社会福祉事業を行う施設・事業所に常勤で２年以上勤務し、かつ、介護福祉士の

資格を有する者 
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２ 看護職員 

 

 

 

● 看護職員が全く配置されていない日がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 介護職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 介護職員が指定通所介護の単位ごとに常時１人以上確保されていない。 

 

 

二 看護師又は准看護師(以下この章において「看護職員」という。) 指定通所介護の

単位ごとに、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看護職員が一以上確保されるため

に必要と認められる数 

（ポイント） 

○ 看護師又は准看護師の資格を有する者。 

 

○ 利用定員が１０人を超える事業所においては、看護職員を必ず配置する必要がある。

（平成２８年度以降、通所介護の事業所は看護職員を必ず配置する必要がある。） 

 

○ア 指定通所介護事業所の従業者により確保する場合 

提供時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる必要はないが、当該

看護職員は提供時間帯を通じて、指定通所介護事業所と密接かつ適切な連携を図る

ものとする。 

（当該事業所で業務に従事していない場合であっても、雇用関係・拘束力を維持し

たうえで連携が取れる状態にしておく必要がある。例えば、自宅待機しているなど、

事業所として看護職員について拘束力が働かない場合には、認められない。） 

 

イ 病院、診療所、訪問看護ステーションとの連携により確保する場合 

看護職員が指定通所介護事業所の営業日ごとに利用者の健康状態の確認を行い、

病院、診療所、訪問看護ステーションと指定通所介護事業所が提供時間帯を通じて

密接かつ適切な連携を図るものとする。 

なお、アとイにおける「密接かつ適切な連携」とは、指定通所介護事業所へ駆けつ

けることができる体制や適切な指示ができる連絡体制などを確保することである。 

 

三 介護職員 指定通所介護の単位ごとに、当該指定通所介護を提供している時間帯

に介護職員(専ら当該指定通所介護の提供に当たる者に限る。)が勤務している時間数

の合計数を当該指定通所介護を提供している時間数(次項において「提供単位時間数」

という。)で除して得た数が利用者(当該指定通所介護事業者が法第１１５条の４５第

１項第一号ロに規定する第一号通所事業（旧法第８の２第７項に規定する介護予防通

所介護に相当するものとして市町村が定めるものに限る。）に係る指定事業者の指定

を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業と当該第一号通所事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指定通所介護又

は当該第一号通所事業の利用者。以下この節及び次節において同じ。)の数が十五人

までの場合にあっては一以上、十五人を超える場合にあっては十五人を超える部分の

数を五で除して得た数に一を加えた数以上確保されるために必要と認められる数 
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４ 機能訓練指導員 

 

 

● 機能訓練指導員が配置されていない日がある。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 他の事業所等の兼務 

 

 

 

 

● （複数の事業を運営する法人において）通所介護事業所での勤務時間が他の事業所等

と明確に区分して記録されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 確保すべき介護職員の勤務延時間数の計算式 

 ・ 利用者数１５人まで 

  

   単位ごとに提供時間帯に確保すべき勤務延時間数 ≧ 平均提供時間数 

 

 ・ 利用者数１６人以上 

    

   単位ごとに提供時間帯に確保すべき勤務延時間数 ≧ （（利用者数—１５）÷５ 

＋１）×平均提供時間数 

 

四 機能訓練指導員 一以上 

（ポイント） 

○ 個別機能訓練加算算定の有無にかかわらず、機能訓練指導員（理学療法士、作業療

法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はき

ゅう師の資格を有する者（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能

訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限

る。））を１以上配置する必要があること。 

(勤務体制の確保等) 

第１０１条 指定通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定通所介護を提供できるよ

う、指定通所介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

（ポイント） 

○ 指定通所介護事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、通所介護従業者

の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び

機能訓練指導員の配置、管理者との兼務関係等を明確にすること。 

 

 ※ 従業者が他の事業所等の職員としての業務に従事している場合は、通所介護事業

所の従業者としての勤務時間と他の事業所等の従業者としての勤務時間を明確に区

別するとともに、それを記録しておくこと。 
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【管理者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 常勤の管理者を置いていない。 

● 管理者の勤務時間を記録していない。 

● 管理者が業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行っていない。 

● 管理者が同一事業所内の他の職種若しくは他の事業所の管理者を兼務しており、 

  それぞれの勤務時間が勤務表上で明確に区別されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(管理者) 

第９４条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定通所介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等

の職務に従事することができるものとする。 

 

(管理者の責務) 

第５２条 指定通所介護事業所の管理者は、指定通所介護事業所の従業者の管理及び指

定通所介護の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的

に行うものとする。 

２ 指定通所介護事業所の管理者は、当該指定通所介護事業所の従業者にこの節の規定

を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

（ポイント） 

○ 指定通所介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管

理業務に従事するものとする。ただし、以下の場合であって当該事業所の管理業務に

支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

 ① 当該指定通所介護事業所の通所介護従業者としての職務に従事する場合 

 ② 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者として

の職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者とし

ての職務に従事する時間帯も、当該指定通所介護事業所の利用者へのサービス提供

の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・

指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者と

しての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わな

いが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設

される入所施設において入所者に対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務す

る場合（施設における勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等

の緊急時において管理者自身が速やかに当該指定通所介護事業所又は利用者へのサ

ービス提供の現場に駆け付けることができない体制となっている場合などは、管理

業務に支障があると考えられる。） 

○ 管理者が他の業務を兼務できるのは、指定通所介護事業所の管理業務に支障がない

場合に限られる。 

○ 常勤とは、当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常

勤の従事者が勤務すべき時間数に達していることをいうものである。 

ただし、同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当

該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについ

ては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達してい

れば、常勤の要件を満たすものである。 
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Ⅱ 設備に関する基準 

【設備及び備品等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(設備及び備品等) 

第９５条 指定通所介護事業所は、食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務室を有

するほか、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに指定通所介護の提供

に必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。  

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。  

一 食堂及び機能訓練室 

イ 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した

面積は、三平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とすること。 

ロ イにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその提供に支障

がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障がない広さ

を確保できる場合にあっては、同一の場所とすることができる。 

二 相談室  

遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮されていること。  

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定通所介護の事業の用に供するものでなければ

ならない。ただし、利用者に対する指定通所介護の提供に支障がない場合は、この限

りでない。  

４ 前項ただし書の場合（指定通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及

び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サービス

の内容を当該サービスの提供の開始前に当該指定通所介護事業者に係る指定を行った

都道府県知事（指定都市及び中核市にあっては、指定都市又は中核市の市長。以下同

じ。）に届け出るものとする。  

５  指定通所介護事業者が第９３条第１項第三号に規定する第一号通所事業に係る指

定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業と当該第一号通所事業とが

同一の事業所において一体的に運営されている場合については、市町村の定める当該

第一号通所事業の設備に関する基準を満たすことをもって、第１項から第３項までに

規定する基準を満たしているものとみなすことができる。  



7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 「利用定員×３㎡以上」の面積は、集団処遇が可能な部分の内法有効面積を算定す

る（固定式の家具（ロッカー・ベンチ等）・ミニキッチン・洗面台・手すり等は内法

有効面積に含まない）。 

 

○ 通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスを一体的に行っている事業

所に対し、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）の指定を行う場合、そ

れぞれの利用者の処遇に支障がないことを前提にサービス提供を行う必要がある。 

そのため、食堂及び機能訓練室の合計した面積については、通所介護と従前の介護

予防通所介護に相当するサービスについては、利用定員×３㎡を確保することに加え

て、通所型サービスＡについては、サービスを提供するために必要な室を確保するか、

事業所全体の利用定員×３㎡を確保する必要がある。 

 

（宿泊サービスの実施について） 

○ 別紙「指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外の

サービスを提供する場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針について」参照 

 

○ 指定通所介護の提供以外の目的で、指定通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び

深夜に指定通所介護以外のサービス（以下「宿泊サービス」という。）を提供する場合

には、当該サービスの内容を当該サービスの提供開始前に当該指定通所介護事業者に

係る指定を行った香川県知事又は高松市長に届け出る必要がある。 

 

○ 指定通所介護事業者は、介護サービス情報の公表制度を活用し、当該宿泊サービス

の内容を入力・公表する。 

 

○ 指定通所介護事業者は届け出た宿泊サービスの内容に変更がある場合には、変更の

事由が生じてから１０日以内に指定権者に届け出ること。 

 



8 

 

Ⅲ 運営に関する基準 

【内容及び手続の説明及び同意】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 「重要事項説明書」に、運営規程の概要、従業者の勤務体制その他の利用申込者が   

サービス選択に資すると認められる必要な事項が記載されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(内容及び手続の説明及び同意) 

第８条 指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

申込者又はその家族に対し、第１００条に規定する運営規程の概要、通所介護従業者

の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を

記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得な

ければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった場合には、前

項の規定による文書の交付に代えて、第五項で定めるところにより、当該利用申込者

又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの(以下この

条において「電磁的方法」という。)により提供することができる。この場合において、

当該指定通所介護事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

（ポイント） 

○ 当該同意については、利用者及び指定通所介護事業者双方の保護の立場から書面に

よって確認することが望ましいものである。 

 

○ 利用者が利用することのできるサービスを明確にし、それぞれのサービス内容、利

用料等の記載に漏れがないように注意すること。 
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【基本方針】 

【心身の状況等の把握】 

【居宅介護支援事業者等との連携】 

【居宅サービス計画に沿ったサービスの提供】 

【指定通所介護の具体的取扱方針】 

【通所介護計画の作成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基本方針) 

第９２条 指定居宅サービスに該当する通所介護(以下「指定通所介護」という。)の事

業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅におい

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持

又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者

の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的

負担の軽減を図るものでなければならない。 

 

 (心身の状況等の把握) 

第１３条 指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供に当たっては、利用者に係る居

宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議(指定居宅介護支援等の事業の人員及

び運営に関する基準(平成十一年厚生省令第三十八号)第１３条第九号に規定するサー

ビス担当者会議をいう。以下同じ。)等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれて

いる環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

 

（居宅介護支援事業者との連携） 

第１４条 指定通所介護事業者は、指定通所介護を提供するに当たっては、居宅介護支

援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努

めなければならない。 

 二 指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供の終了に際しては、利用者又はその

家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る居宅介護支援事業所に対

する情報の提供及び保険医療サービス又は福祉サービスを提供する者（以下「居宅介

護支援事業者等」という。）との密接な連携に努めなければならない。 

 

(居宅サービス計画に沿ったサービスの提供) 

第１６条 指定通所介護事業者は、居宅サービス計画(施行規則第６４条第一号ハ及びニ

に規定する計画を含む。以下同じ。)が作成されている場合は、当該計画に沿った指定

通所介護を提供しなければならない。 

 

(指定通所介護の具体的取扱方針) 

第９８条 指定通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

一 指定通所介護の提供に当たっては、次条第一項に規定する通所介護計画に基づき、

利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行

う。 

二 通所介護従業者は、指定通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨

とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすい

ように説明を行う。 
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● サービス提供開始時及び計画変更時等において、利用者の心身の状況や希望等の把握

が不十分である。 

● 居宅サービス計画の内容が通所介護計画に位置づけられていない。 

● 居宅サービス計画、通所介護計画、実際に実施した通所介護の内容が整合していない。 

● 目標や具体的サービス内容（個別性のある内容を具体的に）、所要時間等を記載した通

所介護計画が作成されていない。 

● 利用者への通所介護計画の交付が確認できなかった。 

● 通所介護計画の実施状況の把握（モニタリング）が当該計画と異なる内容のものとな

っていた。 

● 居宅サービス計画の内容に沿って、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている

環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービス内容

等を記載した通所介護計画を作成していない。 

● 通所介護計画の作成に当たって、居宅サービス計画の交付を受けていない。また、更

新・変更された居宅サービス計画の交付を受けていないため、居宅サービス計画に基づ

かないサービスを位置付けている。 

 

 

 

 

 

 

三 指定通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

四 前号の身体的拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

五 指定通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術を

もってサービスの提供を行う。 

六 指定通所介護は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生

活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供する。

特に、認知症(法第５条の２に規定する認知症をいう。以下同じ。)である要介護者に

対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を整える。 

 

(通所介護計画の作成) 

第９９条 指定通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれ

ている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサー

ビスの内容等を記載した通所介護計画を作成しなければならない。 

２ 通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービ

ス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計画の作成に当たっては、その内容につ

いて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

４  指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計画を作成した際には、当該通所介護計

画を利用者に交付しなければならない。 

５ 通所介護従業者は、それぞれの利用者について、通所介護計画に従ったサービスの

実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 
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（ポイント） 

○ 別紙「指定（介護予防）通所介護の適切なサービスの提供について」参照 

 

○ 本人や家族との面談の内容やサービス担当者会議等を通じて把握した利用者の心身

の状況等（アセスメントの実施）を記録するとともに、通所介護計画作成に当たり活

用すること。 

 

○ ①居宅サービス計画、②通所介護計画、③実際に提供する通所介護の内容は連動し

ていること。 

 

〇 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定通所介護事業者は、当該居

宅サービス計画を作成している指定居宅介護支援事業者から通所介護計画の提供の求

めがあった際には、当該通所介護計画を提供することに協力するよう努めるものとす

る。 

 

○ 通所介護計画は、居宅サービス計画の内容に沿ったものでなければならない。 

そのためには、サービス担当者会議に出席し情報共有することや居宅サービス計画

の交付を受け、サービス内容の確認を行うことが重要となる。 

※  なお、居宅サービス計画が変更された場合には、必要に応じ通所介護計画の変更

を行うこと。 

 

○ 屋外でサービスを提供することについて 

 ・ 介護保険法第８条第７項で、次のとおり規定されている。「この法律において「通

所介護」とは、居宅要介護者について、老人福祉法第５条の二第三項の厚生労働省

令で定める施設又は同法第２０条の二の二に規定する老人デイサービスセンターに

通わせ、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話

であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うこと(認知症対応型通所介護

に該当するものを除く。)をいう。」 

 

・ 指定通所介護は、事業所内でサービスを提供することが原則であるが、次に掲げ

る条件を満たす場合においては、事業所の屋外でサービスを提供することができる

ものであること。 

 イ あらかじめ通所介護計画に位置付けられていること。 

 ロ 効果的な機能訓練等のサービスが提供できること。 

  

 ・ 上記のことから、屋外でサービスを提供する場合には、適切なアセスメントに基

づき、通所介護計画に、効果的な機能訓練として位置づける必要があるとともに、

施設でのサービスの提供が原則であることから、屋外でのサービスが頻回でないこ

とに加えて施設内での通常サービスを希望する利用者に対しても、人員基準等を満

たしたサービスを提供することが必要である。 
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【サービス提供の記録】 

 

 

 

 

 

 

 

● サービス提供した際の、提供日、提供時間及び提供した具体的なサービス内容等必要

な事項を記録していない（記載漏れ含む）。 

 

 

 

 

 

【利用料等の受領】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(サービスの提供の記録) 

第１９条 指定通所介護事業者は、指定通所介護を提供した際には、当該指定通所介護

の提供日及び内容、当該指定通所介護について法第４１条第６項の規定により利用者

に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居宅

サービス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、指定通所介護を提供した際には、提供した具体的なサービ

スの内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付そ

の他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければならない。 

（ポイント） 

○ サービス提供日、居宅介護サービス費の額その他必要な事項（サービス提供時間、

サービスの内容、利用者の心身の状況など）の記載が必要である。 

(利用料等の受領) 

第９６条 指定通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定通所介護を提

供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定通所介護に係る居宅介

護サービス費用基準額から当該指定通所介護事業者に支払われる居宅介護サービス費

の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ 指定通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定通所介護を提供し

た際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定通所介護に係る居宅介護サー

ビス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の

額の支払を利用者から受けることができる。 

一 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して

行う送迎に要する費用 

二 指定通所介護に通常要する時間を超える指定通所介護であって利用者の選定に係

るものの提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指定通所介護に係る

居宅介護サービス費用基準額を超える費用 

三 食事の提供に要する費用 

四 おむつ代 

五 前各号に掲げるもののほか、指定通所介護の提供において提供される便宜のうち、

日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担さ

せることが適当と認められる費用 

４ 前項第三号に掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるもの

とする。 

５ 指定通所介護事業者は、第三項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あ

らかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を

行い、利用者の同意を得なければならない。 
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【運営規程】 

 

（運営規程） 

第１００条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する規程（以下この章において「運営規程」という。）を定め

ておかなければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務内容 

三 営業日及び営業時間 

四 指定通所介護の利用定員 

五 指定通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

六 通常の事業の実施地域 

七 サービス利用に当たっての留意事項 

八 緊急時等における対応方法 

九 非常災害対策 

十 虐待の防止のための措置に関する事項 

十一 その他運営に関する重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 第２項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、法定代理受領サービスで

ない指定通所介護を提供した際に、その利用者から支払いを受ける利用料の額と、法

定代理受領サービスである指定通所介護に係る費用の額の間に、一方の管理経費の他

方への転嫁等による不合理な差額を設けてはならないこととしたものである。 

  なお、そもそも介護保険給付の対象となる指定通所介護のサービスと明確に区分さ

れるサービスについては、次のような方法により別の料金設定をして差し支えない。 

イ 利用者に、当該事業が指定通所介護の事業とは別事業であり、当該サービスが介

護保険給付の対象とならないサービスであることを説明し、理解を得ること。 

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定通所介護事業所の運営規程とは別

に定められていること。 

ハ 会計が指定通所介護の事業の会計と区分されていること。 

 

（ポイント） 

○ 第ニ号について、従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽

減等の観点から、規程を定めるに当たっては、居宅基準第９３条において置くべきと

されている員数を満たす範囲において、「〇人以上」と記載することも差し支えない。 

 

〇 第十号は、虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法

や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案（以下「虐待等」という。）が発生した

場合の対応方法等を指す内容であること。 
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【勤務体制の確保等】 

（勤務体制の確保等） 

第１０１条 指定通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定通所介護を提供できるよう、

指定通所介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに、当該指定通所介護事業所の従業

者によって指定通所介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響

を及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 指定通所介護事業者は、通所介護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確

保しなければならない。その際、当該指定通所介護事業者は、全ての通所介護従業者（看

護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定め

る者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基

礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

４ 指定通所介護事業者は、適切な指定通所介護の提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより通所介護従業者の就業環境が害されることを防止するための

方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

 

● 一部の従業者について、出勤簿が作成されておらず、勤務時間の記録がないものがある。 

● 辞令等がなく、従事する職務や兼務関係が明確に示されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

〇 第３項前段は、当該指定通所介護事業所の従業者の質の向上を図るため、研修機関

が実施する研修や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保することとした

ものであること。 

また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・

福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要

な措置を講じることを義務づけることとしたものであり、これは、介護に関わる全て

の者の認知症対応力を向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、

認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から実施するものであること。 

 

〇 指定通所介護事業者は、医療・福祉関係資格を有さない全ての通所介護従業者に対

し認知症介護基礎研修を受講させるための必要な措置を講じなければならない。また、

新規採用、中途採用を問わず、事業所が新たに採用した従業者（医療・福祉関係資格

を有さない者に限る。）に対する当該義務付けの適用については、採用後１年間の猶予

期間を設けることとし、採用後１年を経過するまでに認知症介護基礎研修を受講させ

ることとする 
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【業務継続計画の策定等】 

（ポイント） 

○ 第４項は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭

和47年法律第113 号）第11条第１項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇

用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和41年法律第132号）第30条の２

第１項の規定に基づき、事業主には、職場におけるセクシュアルハラスメントやパワ

ーハラスメント（以下「職場におけるハラスメント」という。）の防止のための雇用管

理上の措置を講じることが義務づけられていることを踏まえ、規定したものである。

事業主が講ずべき措置の具体的内容及び事業主が講じることが望ましい取組について

は、次のとおりとする。なお、セクシュアルハラスメントについては、上司や同僚に

限らず、利用者やその家族等から受けるものも含まれることに留意すること。 

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起

因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成18年厚生労働

省告示第615 号）及び事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起

因する問題に関して雇用管理上構ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労働

省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」という。）において規定されている

とおりであるが、特に留意されたい内容は以下のとおりである。 

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはな

らない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整

備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のため

の窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。 

なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置義務に

ついては、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する

法律（令和元年法律第24号）附則第３条の規定により読み替えられた労働施策の

総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第

30 条の２第１項の規定により、中小企業（医療・介護を含むサービス業を主た

る事業とする事業主については資本金が5000万円以下又は常時使用する従業員

の数が100人以下の企業）は、令和４年４月１日から義務化となり、適切な勤務

体制の確保等の観点から、必要な措置を講じること。 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマー

ハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ま

しい取組の例として、①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②

被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して

１人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実

施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されている。介護現場では特に、

利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が求められていること

から、イ（事業者が講ずべき措置の具体的内容）の必要な措置を講じるにあたって

は、「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」、「（管理職・職員向け）研修

のための手引き」等を参考にした取組を行うことが望ましい。この際、上記マニュ

アルや手引きについては、以下の厚生労働省ホームページに掲載しているので参考

にされたい。（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html） 
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（業務継続計画の策定等） 

第３０条の２ 指定通所介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に

対する指定通所介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続

計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、通所介護従業者に対し、業務継続計画について周知すると

ともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

（ポイント） 

○ 指定通所介護事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続し

て指定通所介護の提供を受けられるよう、指定通所介護の提供を継続的に実施するた

めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」

という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、通所介護従業者に対して、

必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととしたもの

である。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、居宅基準第105 

条の規定により指定通所介護の事業について準用される居宅基準第30条の２に基づ

き事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行

うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取

り組むことが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者

が参加できるようにすることが望ましい。 

 

〇 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容につい

ては、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイド

ライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」

を参照されたい。また、想定される災害等は地域によって異なるものであることから、

項目については実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を

一体的に策定することを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計画、

感染症の予防及びまん延の防止のための指針、災害に係る業務継続計画並びに非常災

害に関する具体的計画については、それぞれに対応する項目を適切に設定している場

合には、一体的に策定することとして差し支えない。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の

確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との

情報共有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止し

た場合の対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 
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●研修は実施しているが、訓練を実施していない。 

 

 

【定員の遵守】 

 

 

 

 

 

 

 

 

●勤務形態一覧表に利用人数の記載がなく、定員の遵守ができているか不明。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(定員の遵守) 

第１０２条 指定通所介護事業者は、利用定員を超えて指定通所介護の提供を行っては

ならない。ただし、災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りではない。 

（ポイント） 

○ 利用定員超過による減算の取り扱いについては、月単位（月平均）とされている（災

害その他やむを得ない事情がある場合を除く。）が、減算の対象とならない場合でも、

１日単位で定員を遵守することが必要である。 

〇 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有す

るとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うもの

とする。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催す

るとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また、研修の実施

内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る研修については、

感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支えな

い。 

 

〇 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速

に行動できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災

害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するものと

する。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延

の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支えない。また、災害の業務継続

計画に係る訓練については、非常災害対策に係る訓練と一体的に実施することも差し

支えない。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施す

るものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 
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【非常災害対策】 

 

 

 

 

 

 

● 非常災害に関する具体的計画が作成されていない。 

● 避難訓練等が実施されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(非常災害対策) 

第１０３条 指定通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時

の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとと

もに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が

得られるよう連携に努めなければならない。 

（ポイント） 

○ 非常災害に関する具体的計画の概要を掲示しなければならない（県条例及び高松市

条例参照） 

 ※ 非常災害に関する具体的計画とは、消防計画（これに準ずる計画を含む）、風水害

及び地震等に対処するための計画をいう。 

 

○ 県では、携帯電話のメール送受信を活用した「社会福祉施設等被害状況確認システ

ム」を導入しています。 

  このシステムは、地震・台風などの災害時に、被害状況の確認メールを、あらかじ

め登録いただいた施設、居住系・通所系サービス事業所の代表者の携帯電話へ、県か

ら一斉配信し、利用者や建物の被害状況について返信してもらうことで、県と市町が

被害状況を一元的に把握できるというものです。 

  本システムを有効に活用するために、御理解と御協力をお願いします。 

  なお、システム登録等の手続きは、「かがわ介護保険情報ネット」に掲載しています。 

 

https://www.pref.kagawa.lg.jp/choju/choju/jigyosya/bousai.html 

 

《参考》 

 ・災害危険箇所に関する情報 

   香川県ホームページ（かがわ防災 Web ポータル） 

   http://www.bousai-kagawa.jp 

 

 ・災害発生時における被害状況等の報告 

災害時情報共有システム（介護サービス情報公表システム） 

   https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/houkoku/37/ 

    

 

〇 第２項は、指定通所介護事業者が前項に規定する避難、救出その他の訓練の実施に

当たって、できるだけ地域住民の参加が得られるよう努めることとしたものであり、

そのためには、日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、訓練の実施に

協力を得られる体制づくりに努めることが必要である。訓練の実施に当たっては、消

防関係者の参加を促し、具体的な指示を仰ぐなど、より実効性のあるものとすること。 
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【衛生管理等】 

【衛生管理等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 循環式浴槽の水質検査を実施していない、又は検査結果を保管していない。 

● 特定入浴施設（個人用のものを除く）において、水質検査を実施していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０４条 指定通所介護事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲
用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければ
ならない。 

２ 指定通所介護事業者は、当該指定通所介護事業所において感染症が発生し、又はま
ん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 
一 当該指定通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を
おおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、通所介護従業者に
周知徹底を図ること。 

二 当該指定通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を
整備すること。 

三 当該指定通所介護事業所において、通所介護従業者に対し、感染症の予防及びま
ん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

（ポイント） 
○ 食中毒及び感染症の発生を予防するためのマニュアルを整備し、従業者に周知する

など感染症予防に必要な措置を採ること。 
 

※ 特に、インフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等
については、その発生及びまん延を防止するための措置について、別途通知が発出
されているので、これに基づき、適切な措置を講じること。 

 
○ 食中毒及び感染症が発生した場合は、「社会福祉施設等における感染症等発生時に

おける報告について」平成17年2月22日老発第0222001号に基づき、適切に報告
すること。 

 
〇 入浴施設を安心して利用できるよう、レジオネラ症の発生予防のため、きちんとし

た衛生管理体制を整えて、従業者に周知し、実行すること。 
 

※ 特に、「貯湯タンク」、「循環ろ過装置」、「気泡発生装置、ジェット噴射装置、
打たせ湯、シャワー等」について、衛生的な管理を行うこと。 
「香川県特定入浴施設におけるレジオネラ症の発生の防止に関する指導要綱」及び
「高松市特定入浴施設におけるレジオネラ症の発生の防止に関する指導要綱」を参
照 

 
〇 第２項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講ずるべき措置につい

ては、具体的には次のイからハまでの取扱いとすること。各事項について、同項に基
づき事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により
行うことも差し支えない。 
イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員
会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染対策の知識を有する者を含む、
幅広い職種により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者に
ついては外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任
及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以下「感染対
策担当者」という。）を決めておくことが必要である。感染対策委員会は、利用者の
状況など事業所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するととも
に、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。 
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この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情 

報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理 

に関するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・ 

運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるものであるが、 

他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。 

ロ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、平常

時の対策及び発生時の対応を規定する。 

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる感染

対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把握、感

染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等の関係機関との

連携、行政等への報告等が想定される。また、発生時における事業所内の連絡体制

や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくことも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感染対策の

手引き」を参照されたい。 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

通所介護従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容

は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業所

における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育（年１

回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが望ま

しい。また、研修の実施内容についても記録することが必要である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向

上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えなく、

当該事業所の実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、

訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行うことが必要である。訓練

においては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた

指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上での

ケアの演習などを実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施

するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 
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【掲示】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【秘密保持等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 従業者から秘密保持についての誓約書を取る等の必要な措置が執られていない。 

● 利用者の家族からの同意を得ていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（掲示） 

第３２条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所の見やすい場所に、運営規程の

概要、通所介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると

認められる重要事項を掲示しなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定通所介護事

業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項

の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。 

（ポイント） 

○ 第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利用申込者、利用者又

はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定通所介護事業所内に備え付けることで

同条第１項の掲示に代えることができることを規定したものである。 

○ 重要事項のウェブサイトへの掲載では、自社のホームページ上か、または介護サービ

ス情報公表システム 手順３「事業所の特色」欄に、事業所の重要事項説明書をアップ

ロードすること。 

(秘密保持等) 

第３３条 指定通所介護事業所の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 指定通所介護事業者は、当該指定通所介護事業所の従業者であった者が、正当な理

由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、

必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用い

る場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、

あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

（ポイント） 

○ 従業者の在職中及び退職後における、利用者及びその家族の個人情報に関する秘密

保持について、誓約書等により取決めておくこと。 

○ 家族の個人情報を使用する可能性もあるため、利用者だけでなく家族についても署

名できる様式としておくことが望ましい。 
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【苦情処理】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● （苦情がないため、）苦情処理に関する手順を定めていない（記録様式等の未作成含む）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３６条 指定通所介護事業者は、提供した指定通所介護に係る利用者及びその家族か
らの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する
等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記
録しなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、提供した指定通所介護に関し、法第２３条の規定により市
町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの
質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力す
るとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に
従って必要な改善を行わなければならない。 

４ 指定通所介護事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を
市町村に報告しなければならない。 

５ 指定通所介護事業者は、提供した指定通所介護に係る利用者からの苦情に関して国
民健康保険団体連合会（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５
項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）が行う法第１７６条第１
項第三号の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から同号の指導又は助
言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければな
らない。 

６ 指定通所介護事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前
項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならない。 

（ポイント） 

〇 苦情処理に関する手順を定め、苦情を受け付けた場合は、苦情の内容等を記録する

こと。また、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を行うこと。 
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【地域との連携等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域との連携等） 

第１０４条の２ 指定通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又は

その自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならな

い。 

２ 指定通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定通所介護に関

する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業そ

の他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所の所在する建物と同一の建物に居住す

る利用者に対して指定通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外

の者に対しても指定通所介護の提供を行うよう努めなければならない。 

（ポイント） 

○ 第１項は、指定通所介護の事業が地域に開かれた事業として行われるよう、指定通

所介護事業者は、地域の住民やボランティア団体等との連携及び協力を行う等の地域

との交流に努めなければならないこととしたものである。 

 

〇 第３項は、高齢者向け集合住宅等と同一の建物に所在する指定通所介護事業所が当

該高齢者向け集合住宅等に居住する要介護者に指定通所介護を提供する場合、当該高

齢者向け集合住宅等に居住する要介護者のみを対象としたサービス提供が行われない

よう、第９条の正当な理由がある場合を除き、地域包括ケア推進の観点から地域の要

介護者にもサービス提供を行うよう努めなければならないことを定めたものである。

なお、こうした趣旨を踏まえ、地域の実情に応じて、都道府県が条例等を定める場合

や、市町村等の意見を踏まえて指定の際に条件を付す場合において、例えば、当該事

業所の利用者のうち、一定割合以上を当該集合住宅以外の利用者とするよう努める、

あるいはしなければならない等の規定を設けることは差し支えないものである。この

際、自立支援や重度化防止等につながるようなサービス提供がなされているか等、サ

ービスの質が担保されているかが重要であることに留意すること。 
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【事故発生時の対応】 

 

 

 

 

 

 

 

 

● よく誤嚥する利用者に関してのヒヤリハット記録を残しているが、アセスメントをし

て再発防止のための取組などが記録されていない。 

● （事故報告マニュアルに基づき）市町に報告すべき事故を報告していない。 

● 事故や急変時に必要な対応方法等を定めたものがない。 

● 損害賠償保険に加入していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【虐待の防止】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（虐待の防止） 

第３７条の２ 指定通所介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の

各号に掲げる措置を講じなければならない。 

一 当該指定通所介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとと

もに、その結果について、通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

二 当該指定通所介護事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

三 当該指定通所介護事業所において、通所介護従業者に対し、虐待の防止のための

研修を定期的に実施すること。 

四 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

第１０４条の３ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により事
故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事
業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記
録しなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき事故
が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

４ 指定通所介護事業者は、第９５条第４項の指定通所介護以外のサービスの提供によ
り事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなけれ
ばならない。 

（ポイント） 

〇 サービスの提供により事故が発生した場合の対応方法についてあらかじめ定めてお

くことが望ましい。（事故予防マニュアル等） 

事故報告については、「指定介護サービス事業者における事故発生時の報告マニュア

ル香川県健康福祉部長寿社会対策課 平成 20 年 1 月 15 日制定（令和４年４月１日

改正）」又は「高松市介護サービスの提供時における事故の報告に関する事務取扱要領」

を参照。（宿泊サービス提供時を含む） 

〇 賠償すべき事態においては、速やかに賠償を行なうこと。 

〇 事故が生じた際には、その原因を究明し、再発を防ぐための対策を講じること。 
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（ポイント） 

○ 虐待は、介護保険法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊

重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定通所介護事業者は虐待の防止のた

めに必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生

した場合の対応等については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に

関する法律」（平成17年法律第124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定

されているところであり、その実効性を高め、入所者の尊厳の保持・人格の尊重が達

成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・虐待の未然防止 

指定通所介護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけな

がらサービス提供にあたる必要があり、第３条の一般原則に位置付けられていると

おり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、

従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な

対応等を正しく理解していることも重要である。 

・虐待等の早期発見 

指定通所介護事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ず

る事案を発見しやすい立場にあることから、これらを早期に発見できるよう、必要

な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられているこ

とが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市

町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、指定

通所介護事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等

に対する調査等に協力するよう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合は 

その再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものとする。 

 

➀虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号） 

「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止検討委員会」という。）

は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確

実に防止するための対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成

する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催する

ことが必要である。また、虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが

望ましい。 

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なも

のであることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報

であるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。 

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に

設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるもので

あるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。 

また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者にお

ける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 
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虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することとす

る。その際、そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発防

止策等）は、従業者に周知徹底を図る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行わ

れるための方法に関すること 

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止

策に関すること 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

 

②虐待の防止のための指針(第二号) 

指定通所介護事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項

目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

 

③虐待の防止のための従業者に対する研修（第三号） 

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する

基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該指定通所介

護事業所における指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定通所介護事業者が指針に

基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１回以上）を実施するととも

に、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、事

業所内職員研修での研修で差し支えない。 

 

④前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者（第四号） 

指定通所介護事業所における虐待を防止するための体制として、①から③までに

掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要である。当該担

当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望まし

い。 
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【会計の区分】 

 

 

● 会計が区分されていない。 

 

 

 

 

 

【記録の整備】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３８条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに経理を区分するとともに、

指定通所介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない。 

（ポイント） 

〇 介護保険事業と他の事業の会計を区分すること。 

 ※ 利用料等の受領 参照 

 

○ 「介護保険の給付対象事業における会計の区分について」（平成１３年３月２８日 

老振発第１８号） 参照 

第１０４条の４ 指定通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を

整備しておかなければならない。  

２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供に関する次の各号に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。  

一 通所介護計画  

二 次条において準用する第１９条第２項の規定による提供した具体的なサービスの

内容等の記録  

三 第 98 条第四号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第２６条の規定による市町村への通知に係る記録  

五 次条において準用する第３６条第２項の規定による苦情の内容等の記録  

六 前条第２項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録  

 

（ポイント） 

○ 平成２５年４月１日以降、県条例及び市条例により、記録の保存期間は５年間とし

ている。 

○ 保存期間の起算時期であるサービス提供の「その完結の日」とは、個々の利用者に

つき、契約終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自

立等）により一連のサービス提供が終了した日を指すものとされているが、利用者と

の契約の終了日ではなく、それぞれの書類ごとに、その書類を使わなくなった日とす

る。基本的には、事業者が「介護報酬を受け取った日の翌日」が起算日となるが、５

年間は最低基準を定めたものであり、事業運営、サービス提供上必要となる記録につ

いては、延長して保存することは可能。 
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【変更の届出等】 

（介護保険法第７５条、施行規則第１１９条、第１３１条第６号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚生労働省令で定める事項 

 施行規則第１１９条第１項第１号、第２号及び第４号から第９号までに掲げる事項。 

● 食堂兼機能訓練室に新たに事務スペースを設置したが、変更届を提出していない。 

● 建物の構造を変更したが、変更届を提出していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７５条 指定居宅サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地その他

厚生労働省令で定める事項（※）に変更があったとき、又は休止した当該指定居宅サ

ービスの事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、１０日以内に、

その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

2 指定居宅サービス事業者は、当該指定居宅サービスの事業を廃止し、又は休止しよう

とするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の１月前

までに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

 

（ポイント） 

○ 施行規則第１１９条第１項第５号により、事業所の平面図（各室の用途を明示するも

のとする。）及び設備の概要に変更があったときは変更の届出が必要となる。 
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Ⅳ 共生型通所介護に関する基準 
 

○ 概要 

ア 共生型通所介護の基準 

     共生型通所介護については、障害福祉制度における生活介護、自立訓練、児童

発達支援、放課後等デイサービスの指定を受けた事業所であれば、基本的に共生

型通所介護の指定を受けられるものとして、基準を設定する。 

イ 共生型通所介護の報酬 

     報酬は、以下の基本的な考え方に基づき設定するとともに、生活相談員（社会

福祉士等）を配置し、かつ、地域との関わりを持つために地域に貢献する活動（地

域の交流の場の提供、認知症カフェ等）を実施している場合に評価する加算を設

定する。また、通所介護事業所に係る加算は、各加算の算定要件を満たした場合

に算定できることとする。 

（報酬設定の基本的な考え方） 

   ⅰ 本来的な介護保険事業所の基準を満たしていないため、本来報酬区分単価と区

分。 

   ⅱ 障害者が高齢者（６５歳）に到達して介護保険に切り替わる際に事業所の報酬

が大きく減ることは６５歳問題への対応という制度趣旨に照らして適切ではない

ことから、概ね障害福祉制度における報酬の水準を担保する。 

 

障害福祉制度の事業所種別 所定単位数に乗じる割合 

生活介護 ９３／１００ 

自立訓練（機能訓練） 
９５／１００ 

自立訓練（生活訓練） 

児童発達支援 ９０／１００ 

放課後等デイサービス ９０／１００ 

 

                       （老企第３６号 第2の７（８）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 算定要件等 

生活相談員配置等加算 １３単位／日 

○ 共生型通所介護の提供日ごとに、提供時間帯を通じて生活相談員（社会福祉士、精

神保健福祉士等）を1名以上配置（障害福祉制度における指定生活介護事業所等に配

置している従業者の中に、既に生活相談員の要件を満たす者がいる場合は、兼務して

も差し支えない。） 

○ 地域に貢献する活動（地域交流の場の提供、認知症カフェ・食堂等の設置、地域住

民が参加できるイベントやお祭り等の開催、地域のボランティアの受入や活動の実

施、協議会等を設けて地域住民が事業所の運営への参画、地域住民への健康相談教

室・研修会など）を行っていること。 

○ 共生型通所介護の指定を受ける指定生活介護事業所等においてのみ算定可能。 
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Ⅴ 介護報酬算定上の注意事項について 
 

【事業所規模による区分】 

● 誤った事業所規模区分により介護報酬を算定している。 

（老企第３６号 第２の７（６）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人員基準欠如に該当する場合の所定単位数の算定について】 

（老企第３６号 第２の７（２５）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 別紙「指定通所介護及び指定通所リハビリテーションにおける事業所規模の区分の

確認について」を参照のこと。 

 

○ 指定通所介護と総合事業の現行の介護予防通所介護に相当するサービス（以下「相

当サービス」という。）を一体的に行う場合は、指定通所介護事業所の事業所規模区分

を決定する際の利用者数に相当サービスの利用者を含めて計算し、指定通所介護事業

所の利用定員の利用者数に含める。 

 

○ 指定通所介護と総合事業の緩和した基準によるサービス（通所型サービスA）を一

体的に行う場合は、指定通所介護事業所の事業所規模区分を決定する際の利用者数に

は、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）の利用者を含めず、指定通所

介護事業所の利用定員の利用者数にも含めない。 

 

○ 現在届け出ている内容を変更する場合は、令和８年３月１３日（電子申請届出シス

テムでの提出の場合は、令和８年3月15日）までに提出するよう別途通知しているが、

提出漏れ等が判明した場合は、至急提出すること。 

 

（ポイント） 

○ 人員基準欠如についての取扱い 

 イ 看護職員の数は、１月間の職員の数の平均を用いる。この場合、１月間の職員の

平均は、当該月のサービス提供日に配置された延べ人数を当該月のサービス提供日

数で除して得た数とする。 

 ロ 介護職員等の数は、利用者数及び提供時間数から算出する勤務延時間数（サービ

ス提供時間数に関する具体的な取扱いは、「指定居宅サービス等及び指定介護予防サ

ービス等に関する基準について」（平成１１年９月１７日老企第２５号）第３の６の

１（１）を参照すること。）を用いる。この場合、１月間の勤務延時間数は、配置さ

れた職員の１月の勤務延時間数を当該月において本来確保すべき勤務延時間数で除

して得た数とする。 

 ハ 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合にはその翌月から人

員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員について所定単位数が通所介

護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算する。 
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【サービス提供体制強化加算】 

● 算定要件を満たさなくなったにもかかわらず、そのまま算定していた。 

                       （老企第３６号 第２の７（２６）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

 

○ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所

を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出

した平均を用いることとする。届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の

割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。 

 

○ 上記以外の事業所にあっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）

の平均を用いることとし、年度で算定する。 

 

  ・（看護職員の算定式） 

     サービス提供日に配置された延べ人数 

                        ＜ ０．９ 

          サービス提供日数 

  

  ・（介護職員の算定式） 
当該月に配置された職員の勤務延時間数 

                         ＜ ０．９ 
当該月に配置すべき職員の勤務延時間数 

 

 二 １割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに

至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に従

って減算される（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合

を除く。）。 

 

・（看護職員の算定式） 
           サービス提供日に配置された延べ人数 
    ０．９ ≦                     ＜ １．０ 
               サービス提供日数 

  

  ・（介護職員の算定式） 
当該月に配置された職員の勤務延時間数 

    ０．９ ≦                     ＜ １．０ 
当該月に配置すべき職員の勤務延時間数 

 

 

○ 著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員等の見直し、事業

の休止等を指導することとしている。当該指導に従わない場合には、特別な事情があ

る場合をのぞき、指定の取消しを検討する。 
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【所要時間による区分】 
 
● 当初の通所介護計画に位置づけられた時間よりも大きく短縮しているにもかかわらず、

変更後の所要時間に応じた算定区分で算定していない。 

（老企第３６号 第２の７（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 別紙「指定（介護予防）通所介護及び指定（介護予防）通所リハビリテーションの

所要時間について」を参照。 

 

○ サービス提供時間が、利用者の心身の状況等から当初の通所介護計画に位置づけら

れた時間よりも短縮した場合に、変更後の所要時間に応じた算定区分で所定単位数を

算定すること。 

 

○ ２時間以上３時間未満の通所介護の単位数を算定できる利用者は、心身の状況から、

長時間のサービス利用が困難である者、病後等で短時間の利用から始めて長時間利用

に結びつけていく必要がある者など、利用者側のやむを得ない事情により長時間のサ

ービス利用が困難な者であること。なお、２時間以上３時間未満の通所介護であって

も、通所介護の本来の目的に照らし、単に入浴サービスのみと言った利用は適当では

なく、利用者の日常生活動作能力などの向上のため、日常生活を通じた機能訓練等が

実施されるべきものであること。 

 

○ 通所サービスのサービス提供時間帯における併設医療機関の受診は緊急やむを得な

い場合を除いて認められない。また、サービス開始前又は終了後の受診は可能である

が、一律に機械的に通所サービスの前後に組み入れることは適切でなく、当日の利用

者の心身の状況、サービスの見直しなどの必要性に応じて行われるべきものである。 

 

○ 緊急やむを得ない場合における併設医療機関（他の医療機関を含む）の受診により

通所サービスの利用を中止した場合は、併設医療機関等における保険請求が優先され

通所サービスについては変更後の所要時間に応じた所定単位数を算定しなければなら

ない。 
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【高齢者虐待防止措置未実施減算】 

（老企第３６号 第２の７（２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業務継続計画未策定減算】 

（老企第３６号 第２の７（３）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 業務継続計画を策定していない。 

 

 

 

 

 

○ 高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した

場合ではなく、指定居宅サービス基準第 37 条の２（指定居宅サービス等基準第 39 条

の３において準用する場合を含む。）に規定する措置を講じていない場合に、利用者全

員について所定単位数から減算することとなる。具体的には、高齢者虐待防止のための

対策を検討する委員会を定期的に開催していない、高齢者虐待防止のための指針を整備

していない、高齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施していない又は高齢者虐

待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場合、速やかに

改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく

改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認めら

れた月までの間について、利用者全員について所定単位数から減算することとする。 

○ 業務継続計画未策定減算については、指定居宅サービス等基準第 105 条又は第 105

条の 3 において準用する第 30 条の 2 第 1 項に規定する基準を満たさない事実が生じた

場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）か

ら基準を満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員について、

所定単位数から減算することとする。 
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【入浴介助加算】 

（老企第３６号 第２の７（１０）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

ア 入浴介助加算（Ⅰ）について 

○ 入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるものであるが、こ

の場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の

自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必

要に応じて介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果

として、身体に直接接触する介助を行わなかった場合についても、加算の対象となる

ものであること。なお、この場合の入浴には、利用者の自立生活を支援する上で最適

と考えられる入浴手法が、部分浴（シャワー浴含む）等である場合は、これを含むも

のとする。 

○ 入浴介助に関する研修とは、入浴介助に関する基礎的な知識及び技術を習得する機

会を指すものとする。 

○ 通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事情により、

入浴を実施しなかった場合については、加算を算定できない。 

 

イ 入浴介助加算（Ⅱ）について 

〇 アを準用する。 

〇 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員等又は利用者

の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導

員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有す

る者（以下、「医師等」）が利用者の居宅を訪問（個別機能訓練加算を取得するにあた

っての訪問等を含む。）し、利用者の状態をふまえ、浴室における当該利用者の動作及

び浴室の環境を評価する。その際、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に

係る適切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪

問介護員等の介助により入浴を行うことが可能であると判断した場合、指定通所介護

事業所に対しその旨情報共有する。また、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、

指定通所介護事業所の従業者以外の者である場合は、書面等を活用し、十分な情報共

有を行うよう留意すること。 

（※） 当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づい

て、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入

浴を行うことが難しいと判断した場合は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門

員又は指定福祉用具貸与事業所若しくは指定特定福祉用具販売事業所の福祉用具専

門相談員と連携し、利用者及び当該利用者を担当する介護支援専門員等に対し、福

祉用具の貸与若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行う。 

  なお、医師等が訪問することが困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が居

宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室における利用者の動作及び浴

室の環境を踏まえ、医師等が評価及び助言を行うこともできることとする。ただし、

情報通信機器等の活用については、当該利用者等の同意を得なければならないこと。

また、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全な管理

に関するガイドライン」等を遵守すること。 
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【同一建物減算】 

（老企第３６号 第２の７（２２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【送迎減算】 

（老企第３６号 第２の７（２３）） 

 

 

（ポイント） 

○ 「同一建物」とは、当該指定通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物

を指す。具体的には、当該建物の１階部分に指定通所介護事業所がある場合や、当該

建物と渡り廊下等でつながっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や

道路を挟んで隣接する場合は該当しない。 

  また、ここでいう同一建物については、当該建物の管理、運営法人が事業所の事業

者と異なる場合であっても該当するものである。 

○ 減算の対象となるのは、当該事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から当該

事業所に通う者に限られる。したがって、例えば、自宅（同一建物に居住する者を除

く。）から通所介護事業所へ通い、同一建物に宿泊する場合、この日は減算の対象とな

らないが、同一建物に宿泊したものが通所介護事業所へ通い、自宅（同一建物に居住

する者を除く。）に帰る場合、この日は減算の対象となる。 

 

※ 上記以外については、事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利

用者に通所介護を行う場合について（老企第３６号 第２の７（２２））参照。 

（ポイント） 

○ 利用者に対して、その居宅と指定通所介護事業所との間の送迎を行わない場合（利

用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合などは、片道につき４７単位

を所定単位数から減算する。 

○ 当該減算は、事業者が送迎を行わない場合を対象とするものであるため、手段を問

うものではない。（事業所の職員が徒歩で利用者の送迎を実施した場合、減算の対象に

はならない。） 

○ 宿泊サービスを利用した場合は、送迎減算による減額を行うこと。 

○ 同一建物減算の対象となっている場合には、当該減算の対象とはならない。 

〇 指定通所介護事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の居宅を訪問し評価した

者との連携の下で、当該利用者の身体の状況や訪問により把握した利用者の居宅の浴室の

環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成する。なお、個別の入浴計画に相当する内容を通

所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別の入浴計画の作成に代えること

ができるものとする。 

〇 上記入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助

を行う。なお、利用者の居宅の浴室の状況に近い環境については、大浴槽等においても、

手すりなど入浴に要する福祉用具等を活用し、浴室の手すりの位置や使用する浴槽の深さ

及び高さ等を踏まえることで、利用者の居宅の浴室環境の状況を再現していることとして

差支えないこととする。 
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【個別機能訓練加算（Ⅰ）イ・ロ、（Ⅱ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 個別機能訓練計画を作成後、３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問していない。 

● 機能訓練指導員が個別機能訓練を行っていない。 

● 機能訓練指導員が２名いない時間帯に個別機能訓練加算（Ⅰ）ロを算定している。 

 

 

 

 

 

※ リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的

な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（令和３年３月 16 日付け老

認発第０３１６第３号等を参照のこと。） 

〇 個別機能訓練加算（Ⅰ） 

イ 個別機能訓練加算（Ⅰ）イ 次のいずれにも適合すること。 

(1) 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看

護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及び

きゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復

師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所

で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下「理学療法士

等」）を１名以上配置していること。 

(2) 機能訓練指導員等〔機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の

職種の者〕が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づ

き、計画的に機能訓練を行っていること。 

(３) 個別機能訓練計画の作成及び実施においては、利用者の身体機能及び生活機能の

向上に資するよう複数の種類の機能訓練の項目を準備し、その項目の選択に当って

は、利用者の生活意欲が増進されるよう利用者を援助し、利用者の選択に基づき、

心身の状況に応じた機能訓練を適切に行っていること。 

(4) 機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況を確認し

た上で、個別機能訓練計画を作成すること。また、その後３月ごとに１回以上、利

用者の居宅を訪問した上で、当該利用者の居宅における生活状況をその都度確認す

るとともに、当該利用者又はその家族に対して、個別機能訓練計画の進捗状況等を

説明し、必要に応じて個別機能訓練計画の見直し等を行っていること。 

(５) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ 個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ 次のいずれにも適合すること。 

(1) イ⑴の規定により配置された理学療法士等に加えて、専ら機能訓練指導員の職務

に従事する理学療法士等を１名以上配置していること。 

(2) イ⑵から⑸までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

ハ 個別機能訓練加算（Ⅱ） 

(1) イ⑴から⑸まで又はロ⑴及び⑵に掲げる基準に適合すること。 

(2) 利用者ごとの個別機能訓練計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓

練の実施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要

な情報を活用していること。 
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（老企第３６号 第２の７（１３）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ・ロを算定する際の人員配置 

個別機能訓練加算（Ⅰ）イを算定する際の人員配置は、専ら機能訓練指導員の職務

に従事する理学療法士等を１名以上配置すること。 

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロを算定する際の人員配置は、（Ⅰ）イに加えて、専ら機能

訓練指導員の職務に従事する理学療法士等１名以上配置すること。この場合において、

例えば１週間のうち特定の時間だけ、(Ⅰ)イの要件である専ら機能訓練を実施する理学

療法士等を１名に加え、さらに(Ⅰ)ロの要件である専ら機能訓練を実施する理学療法士

等を１名以上配置している場合は、その時間において理学療法士等から直接訓練の提

供を受けた利用者のみが当該加算の算定対象となる。 

ただし、この場合、当該加算を算定できる人員体制を確保している時間はあらかじ

め定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。 

なお、指定通所介護事業所の看護職員が当該加算に係る機能訓練指導員の職務に従

事する場合には、当該職務の時間は、指定通所介護事業所における看護職員としての

人員基準の算定に含めない。 

 

○ 個別機能訓練目標の設定・個別機能訓練計画の作成 

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ・ロに係る個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練

指導員等が共同して、利用者ごとにその目標、目標を踏まえた訓練項目、訓練実施時

間、訓練実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成すること。 

個別機能訓練目標の設定にあたっては、機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問し

た上で利用者の居宅での生活状況（起居動作、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ等の状況）を確認し、

その結果や利用者又は家族の意向及び介護支援専門員等の意見も踏まえつつ行うこ

と。その際、当該利用者の意欲の向上につながるよう長期目標・短期目標のように段

階的な目標とするなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。また、単

に身体機能の向上を目指すことのみを目標とするのではなく、日常生活における生活

機能の維持・向上を目指すことを含めた目標とすること。 

個別機能訓練項目の設定にあたっては、利用者の生活機能の向上に資するよう複数

の種類の機能訓練の項目を準備し、その項目の選択に当たっては、利用者の生活意欲

の向上に繋がるよう利用者を援助すること。 

なお、個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、そ

の記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとする。 

 

○ 個別機能訓練の実施体制・実施回数 

個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及び個別機能訓練加算(Ⅰ)ロに係る個別機能訓練は、類似の

目標を持ち、同様の訓練項目を選択した５人程度以下の小集団（個別対応含む）に対

して機能訓練指導員が直接行うこととし、必要に応じて事業所内外の設備等を用いた

実践的かつ反復的な訓練とすること。 

訓練時間については、個別機能訓練計画に定めた訓練項目の実施に必要な１回あた

りの訓練時間を考慮し適切に設定すること。 

また、本加算に係る個別機能訓練は、住み慣れた地域で居宅において可能な限り自

立して暮らし続けることを目的とし、生活機能の維持・向上を図るため、計画的・継

続的に個別機能訓練を実施する必要があり、概ね週１回以上実施することを目安とす

る。 
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○ 個別機能訓練実施後の対応 

個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及び個別機能訓練加算(Ⅰ)ロに係る個別機能訓練を開始し

た後は、個別機能訓練項目や訓練実施時間、個別機能訓練の効果（例えば当該利用者

のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況）等についての評価を行うほか、３月ごとに１回以

上、利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況（起居動作、ＡＤＬ、ＩＡＤ

Ｌ等の状況）の確認を行い、利用者又はその家族（以下このホにおいて「利用者等」

という。）に対して個別機能訓練の実施状況や個別機能訓練の効果等について説明し、

記録する。 

 

○ また、概ね３月ごとに１回以上、個別機能訓練の実施状況や個別機能訓練の効果等

について、当該利用者を担当する介護支援専門員等にも適宜報告・相談し、利用者等

の意向を確認の上、当該利用者に対する個別機能訓練の効果（例えば当該利用者のＡ

ＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況）等をふまえた個別機能訓練の目標の見直しや訓練項目

の変更など、適切な対応を行うこと。 

また、利用者等に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとすること。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得な

ければならないこと。なお、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業

者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シス

テムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

 

○ 個別機能訓練に関する記録（個別機能訓練の目標、目標をふまえた訓練項目、訓練

実施時間、個別機能訓練実施者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所の個

別機能訓練従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

 

○ 個別機能訓練加算(Ⅱ)について 

厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦ

Ｅへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連

加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を

活用し、利用者の状態に応じた個別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基づく

個別機能訓練の実施（Do)、当該実施内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた

当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、

サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上

に資するため、適宜活用されるものである。 
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【認知症加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の７（１５）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 常勤換算方法による職員数の算定方法（具体例）は、「平成27年度報酬改定Ｑ＆Ａ

（Vol．１）」問２５による。 

○ 「日常生活に支障を来たすおそれのある症状又は行動が認められることから介護を

必要とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者を

指すものとし、これらの者の割合については、前年度（3月を除く。）又は届出日の属

する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員数又は利用延人員数

を用いて算定するものとし、要支援者に関しては人員数には含めない。 

○ 利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法（具体例）は、「平成27年度報酬

改定Ｑ＆Ａ（Vol．１）」問３１による。 

○ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所

を含む。）については、前年度の実績による加算の届出はできないものとする。 

○ 前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降において

も、直近３月間の利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければな

らない。また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下

回った場合については、速やかに加算が算定されなくなる旨を届け出ること。 

○ 「認知症ケアに関する事例の検討や技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守していること。 

○ 当該加算については、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者に対して

算定することができる。また、中重度者ケア体制加算の算定要件も満たす場合は、認

知症加算の算定とともに中重度者ケア体制加算も算定できる。 

○認知症加算を算定している事業所にあっては、認知症の症状の進行の緩和に資するケ

アを計画的に実施するプログラムを作成することとする。 

次のいずれにも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定通所介護事業所に

おいて、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を

必要とする認知症の者に対して指定通所介護を行った場合は、認知症加算として、１日

につき６０単位を所定単位数に加算する。 

 

イ 指定居宅サービス等基準第９３条第１項第二号又は第三号に規定する員数に加

え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確保していること。 

ロ 指定通所介護事業所における前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の

総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることか

ら介護を必要とする認知症の者の占める割合が１００分の１５以上であること。 

ハ 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる認知

症介護の指導にかかる専門的な研修、認知症介護にかかる専門的な研修、認知症介

護にかかる実践的な研修等を終了した者を１名以上配置していること。 

二 当該事業所の従業者に対する認知症ケアに関する事例の検討や技術的指導に係る

会議を定期的に開催していること。 
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【中重度者ケア体制加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の７（１１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 常勤換算方法による職員数の算定方法（具体例）は、「平成27年度報酬改定Ｑ＆Ａ

（Vol．１）」問２５による。 

 

○ 要介護３、要介護４又は要介護５である者の割合については、前年度（3月を除く。）

又は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員数又

は利用延人員数を用いて算定するものとし、要支援者に関しては人員数には含めない。 

 

○ 利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法（具体例）は、「平成27年度報酬

改定Ｑ＆Ａ（Vol．１）」問３１による。 

 

○ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所

を含む。）については、前年度の実績による加算の届出はできないものとする。 

 

○ 前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降において

も、直近３月間の利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければな

らない。また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下

回った場合については、直ちに届出を提出しなければならない。 

 

○ 当該加算については、事業所を利用する利用者全員に算定することができる。また、

認知症加算の算定要件も満たす場合は、中重度者ケア体制加算の算定とともに認知症

加算も算定できる。 

 

○ 看護職員は、指定通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要があり、他

の職務との兼務は認められない。 

 

○ 中重度ケア体制加算を算定している事業所にあっては、中重度の要介護者であって

も社会性の維持を図り在宅生活の継続に資するケアを計画的に実施するプログラムを

作成することとする、。 

次のいずれにも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定通所介護事業所が、

中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し、指定通所介護を行った場合は、中重度者

ケア体制加算として、１日につき４５単位を所定単位数に加算する。 

 

イ 指定居宅サービス等基準第９３条第１項第二号又は第三号に規定する員数に加

え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確保していること。 

ロ 指定通所介護事業所における前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者の

総数のうち、要介護３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が１００分の

３０以上であること。 

ハ 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看護

職員を１名以上配置していること。 
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【生活機能向上連携加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の７（１０）） 

 

 

 

イ 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 

次のいずれにも適合すること。 

(1) 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハ

ビリテーションを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が200

床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在し

ないものに限る。以下同じ。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以

下「理学療法士等」）の助言に基づき、当該指定通所介護事業所、の機能訓練指導員

等（機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者）が共同し

て利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。 

⑵ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機

能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練

を適切に提供していること。 

⑶ ⑴の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価し、

利用者又はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説

明し、必要に応じて訓練内容の見直し等を行っていること。 

 

ロ 生活機能向上連携加算(Ⅱ) 

次のいずれにも適合すること。 

(1) 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハ

ビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定通所介護事

業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価

及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。 

⑵ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機

能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練

を適切に提供していること。 

⑶ ⑴の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに一１回以上評価

し、利用者又はその家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等

を説明し、必要に応じて訓練内容の見直し等を行っていること。 

次のいずれにも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定通所介護事業所に

おいて、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓

練計画を作成した場合には、当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、利用者の急

性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度として、

１月につき、⑵については１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。また、個別機能訓練加算を算定している場合、⑴は算定せず、⑵は

１月につき100単位を所定単位数に加算する。 

 

(1)生活機能向上連携加算(Ⅰ) 100単位 

⑵ 生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200単位 
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（老企第３６号 第２の７（１２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

① 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 

イ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハ

ビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（病院

にあっては、許可病床数が 200 床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キ

ロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。以下この⑿において同じ。）の理

学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この⑿において「理学療法士等」

という。）の助言に基づき、当該通所介護事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護

職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）が共同し

てアセスメント、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っ

ていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留

意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬

における疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は

介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること。 

  

ロ 個別機能訓練計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定

通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設

の理学療法士等は、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、

入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関す

る状況について、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション

事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の場において把握し、又

は、指定通所介護事業所の機能訓練指導員等と連携してＩＣＴを活用した動画やテレ

ビ電話を用いて把握した上で、当該指定通所介護事業所の機能訓練指導員等に助言を

行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学

療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することが

できるよう、理学療法士等と機能訓練指導員等で事前に方法等を調整するものとする。 

ハ 個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記

載しなければならない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者

を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向

上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能な限り具体的かつ分かりやすい

目標とすること。なお、個別機能訓練計画に相当する内容を通所介護計画の中に記載

する場合は、その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものと

すること。 

 ニ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機

能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に

機能訓練を適切に提供していること。 
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ホ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

・機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者

又はその家族及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た

上で、必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬ

やＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応 

を行うこと。 

・理学療法士等は、機能訓練指導員等と共同で、３月ごとに１回以上、個別機能訓練

の進捗状況等について評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はその家族（以下

このホにおいて「利用者等」という。）に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）

や進捗状況等を説明していること。 

また、利用者等に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとすること。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得な

ければならないこと。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委

員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた 

めのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

等を遵守すること。 

ヘ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、

常に当該事業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。 

ト 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初

回の月に限り、算定されるものである。なお、イの助言に基づき個別機能訓練計画を

見直した場合には、本加算を再度算定することは可能であるが、利用者の急性増悪等

により個別機能訓練計画を見直した場合を除き、個別機能訓練計画に基づき個別機能

訓練を提供した初回の月の翌月及び翌々月は本加算を算定しない。 
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【前頁からの続き 生活機能向上連携加算】  （老企第３６号 第２の７（１２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

② 生活機能向上連携加算(Ⅱ) 

イ 生活機能向上連携加算(Ⅱ)は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビ

リテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療

法士等が、当該指定通所介護事業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等と共同

して、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。

その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活の留意点、介護の工夫

等に関する助言を行うこと。この場合の「リハビリテーションを実施している医療提

供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病

院若しくは診療所又は介護老人保健施設若しくは介護医療院であること。 

ロ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

 ・機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の度合いについて、利用者又はそ

の家族及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、

必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬ及びＩ

ＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行う

こと。 

 ・理学療法士等は、３月ごとに１回以上指定通所介護事業所を訪問し、機能訓練指導員

等と共同で個別機能訓練の進捗状況等について評価した上で、機能訓練指導員等が、

利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等

を説明し記録するとともに、必要に応じて訓練内容の見直し等を行うこと。 

ハ ①ハ、ニ及びヘによること。なお、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個

別機能訓練計画を作成する必要はないこと。 
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（平成３０年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ Ｖｏｌ.１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問３５） 指定通所介護事業所は、生活機能向上連携加算に係る業務について指定訪問

リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又は医療提供施設と

委託契約を締結し、業務に必要な費用を指定訪問リハビリテーション事業所等に支払

うことになると考えてよいか。 

（回答） 貴見のとおりである。なお、委託料についてはそれぞれの合議により適切に設

定する必要がある。 
 

（問３６） 生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリテーション事業所若

しくは指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している

医療提供施設（原則として許可病床数２００床未満のものに限る。）と連携する場合

でも算定できるものと考えてよいか。 

（回答） ・貴見のとおりである。 

     ・なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の主

たる担い手として想定されている２００床未満の医療提供施設に原則とし

て限っている趣旨や、リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士）の有効活用、地域との連携の促進の観点から、別法人からの連

携の求めがあった場合には、積極的に応じるべきである。 
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【口腔・栄養スクリーニング加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準 

イ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 

次のいずれにも適合すること。 

(1) 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該

利用者の口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低下している

おそれのある場合にあっては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当す

る介護支援専門員に提供していること。 

(2) 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者

の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の

改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供しているこ

と。 

(3) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

(4) 算定日が属する月が、次に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。 

㈠ 栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利用者が栄養改善加算の

算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービス

が終了した日の属する月（栄養状態のスクリーニングを行った結果、栄養改善サー

ビスが必要であると判断され、栄養改善サービスが開始された日の属する月を除

く。）であること。 

㈡ 当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている

間である又は当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月（口腔の健康状態

のスクリーニングを行った結果、口腔機能向上サービスが必要であると判断され、

口腔機能向上サービスが開始された日の属する月を除く。）であること。 

(５)他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を算定

していないこと。 

ロ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ) 次のいずれかに適合すること。 

別に厚生労働大臣が定める基準（※）に適合する指定通所介護事業所の従業者が、利

用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養状態

のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養スクリーニング加算として、次に掲げる

区分に応じ、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、

当該利用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定して

いる場合にあっては算定しない。 

   

イ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 20単位 

ロ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ) ５単位 
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⑴  次のいずれにも適合すること。 

㈠  イ⑴及び⑶に掲げる基準に適合すること。 

㈡  算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利

用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しく

は当該栄養改善サービスが終了した日の属する月（栄養状態のスクリーニングを行

った結果、栄養改善サービスが必要であると判断され、栄養改善サービスが開始さ

れた日の属する月を除く。）であること。 

㈢  算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上 

サービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月

ではないこと。 

 

⑵ 次のいずれにも適合すること。 

㈠ イ⑵及び⑶に掲げる基準に適合すること。 

㈡ 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、当該利用 

者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間又は当該栄養改善 

サービスが終了した日の属する月ではないこと。 

㈢ 算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上 

サービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月

（口腔の健康状態のスクリーニングを行った結果、口腔機能向上サービスが必要で

あると判断され、口腔機能向上サービスが開始された日の属する月を除く。）である

こと。 

㈣ 他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を

算定していないこと。 
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（老企第３６号 第２の７（１９）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング（以下

「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄養スクリ

ーニング」という。）は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われ

ることに留意すること。なお、介護職員等は、利用者全員の口腔の健康状態及び栄養状

態を継続的に把握すること。 

○ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングは、利用者に対して、原則として一体的

に実施すべきものであること。ただし、大臣基準第19号の２ロに規定する場合にあっ

ては、口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングの一方のみを行い、口腔・栄養スク

リーニング加算(Ⅱ)を算定することができる。 

○ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について、

それぞれ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。 

 なお、口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングの実施に当たっては、別途通知（「リ

ハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」〔→３

巻〕）を参照されたい。 

 イ 口腔スクリーニング 

ａ 硬いものを避け、柔らかいものばかりを中心に食べる者 

  ｂ 入れ歯を使っている者 

ｃ むせやすい者 

ロ 栄養スクリーニング 

ａ ＢＭＩが18.5 未満である者 

ｂ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施に

ついて」（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知） 

に規定する基本チェックリストの№１１の項目が「１」に該当する者 

ｃ 血清アルブミン値が３.５ｇ／ｄｌ以下である者 

ｄ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者 

○ 口腔・栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議

で決定することとし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく口腔スクリーニング

又は栄養スクリーニングを継続的に実施すること。 

○ 口腔・栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリーニング

の結果、栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機能向上加算の算定に係

る口腔機能向上サービスの提供が必要だと判断された場合は、口腔・栄養スクリーニン

グ加算の算定月でも栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定できること。 

 

※ リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な

考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（令和３年３月16日付け老認発

第０３１６第３号等）を参照のこと。 
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（平成３０年度介護報酬Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【栄養アセスメント加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

 

【Ｖｏｌ.１】 

（問３０） 当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用し

ている場合、栄養スクリーニング加算の算定事業者をどのように判断すればよいか。 

（回答） サービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態との関連性、実施時間

の実績、栄養改善サービスの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏まえ、

サービス担当者会議で検討し、介護支援専門員が判断・決定するものとする。 

 

【Ｖｏｌ.６】 

（問２） 栄養スクリーニング加算は当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算

定している場合にあっては算定しないこととされているが、当該事業所以外で算定し

てから６か月を空ければ当該事業所で算定できるか。 

（回答） ６か月を空ければ算定は可能だが、算定事業者の決定については「平成３０年

介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Ｖｏｌ．１）」（平成３０年３月２３日）の通所系・居住系サー

ビスにおける栄養スクリーニング加算に係る問３０（上記）を参照されたい。 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する

方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定通所

介護事業所において、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセス

メント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を把握することをいう。

以下この注において同じ。）を行った場合は、栄養アセスメント加算として、１月につき

50単位を所定単位数に加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養

改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算

定しない。 

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置して

いること。 

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（栄

養改善加算において「管理栄養士等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、

当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応じ対応するこ

と。 

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、

当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用しているこ

と。 

⑷ 別に厚生労働大臣が定める基準（※）に適合している指定通所介護事業所であること。 
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（老企第３６号 第２の８（１７）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

①  栄養アセスメント加算の算定に係る栄養アセスメントは、利用者ごとに行われるケ

アマネジメントの一環として行われることに留意すること。 

②  当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養アセスメント加算の対

象事業所に限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件

として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養士を１

名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養士会若しくは都道府県栄

養士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステーション」）との連携により、管理栄養士

を１名以上配置して行うものであること。 

③  栄養アセスメントについては、３月に１回以上、イからニまでに掲げる手順により

行うこと。あわせて、利用者の体重については、１月毎に測定すること。 

イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 

ロ 管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用

者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、解決すべき栄養管理上の課題

の把握を行うこと。 

ハ イ及びロの結果を当該利用者又はその家族に対して説明し、必要に応じ解決すべき

栄養管理上の課題に応じた栄養食事相談、情報提供等を行うこと。 

ニ 低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者については、介護支援専門員

と情報共有を行い、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供を検討するように

依頼すること。 

④  原則として、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けてい

る間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、栄養アセスメント加算は

算定しないが、栄養アセスメント加算に基づく栄養アセスメントの結果、栄養改善加

算に係る栄養改善サービスの提供が必要と判断された場合は、栄養アセスメント加算

の算定月でも栄養改善加算を算定できること。 

⑤  厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦ

Ｅへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連

加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照さ

れたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を

活用し、利用者の状態に応じた栄養管理の内容の決定（Plan）、当該決定に基づく支援

の提供（Do)、当該支援内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた栄養管理の内

容の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービ

スの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上

に資するため、適宜活用されるものである。 

 

※ リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的

な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（令和３年３月16日付け老認

発第０３１６第３号等）を参照のこと。 
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【口腔機能向上加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 厚生労働大臣が定める基準 

イ 口腔機能向上加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 

⑵ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護

職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導

計画を作成していること。 

⑶ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員

が口腔機能向上サービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録し

ていること。 

⑷ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価すること。 

⑸ 定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ 口腔機能向上加算（Ⅱ）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ イ⑴から⑸までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑵ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の内容等の情報を厚生労働省に

提出し、口腔機能向上サービスの実施に当たって、当該情報その他口腔衛生

の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

 

● おおむね３月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、当該利用者を

担当する介護支援専門員や主治の医師等に対して情報提供することとなっているが、情

報提供した時期が不明なものがある。 

 

別に厚生労働省大臣が定めるに基準（※）に適合しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、

かつ、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者

の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂

食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は

向上に資すると認められるもの（以下「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合

は、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき次に掲げる単位を所定単位

数に加算する。 

ただし、次の掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評

価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認め

られる利用者については、引き続き算定することができる。 

イ 口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位 

ロ 口腔機能向上加算（Ⅰ） １６０単位 
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（老企第３６号 第２の７（20）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごとに行わ

れるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。 

○ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置して行うものであること。 

○ 口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれかに該当する者

であって、口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者とすること。 

イ 認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の３項目のいずれかの項目において

「１」以外に該当する者 

ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連する(１３)、(１４)、(１５)の３項目のうち

２項目以上が「１」に該当する者 

ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 

○ 利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることか

ら、必要に応じて、介護支援専門員を通じて主治医又は主治の歯科医師への情報提供、

受診勧奨などの適切な措置を講じることとする。なお、介護保険の口腔機能向上サービ

スとして「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合にあ

っては、加算は算定できない。 

○ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 

イ 利用者ごとの口腔機能等の口腔の健康状態を、利用開始時に把握すること。 

ロ 利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心となって、利用者ごと

の口腔衛生、摂食・嚥下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言語聴覚士、歯科

衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して取り組むべき事

項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成すること。作成した口腔機能改善管理

指導計画については、口腔機能向上サービスの対象となる利用者又はその家族に説明

し、その同意を得ること。なお、通所介護においては、口腔機能改善管理指導計画に相

当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能改善管理

指導計画の作成に代えることができるものとすること。 

ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等が利

用者ごとに口腔機能向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改善管理指導計画

に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、

おおむね３月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、当該利用者を担

当する介護支援専門員や主治の医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 

ホ 指定居宅サービス基準第105条において準用する第19条に規定するサービスの

提供の記録において利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛

生士又は看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に口

腔機能向上加算の算定のために利用者の口腔機能を定期的に記録する必要はないもの

とすること。 

 



53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＡＤＬ維持等加算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 厚生労働大臣が定める基準 

イ ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ) 次のいずれにも適合すること。 

⑴  評価対象者（当該事業所又は当該施設の利用期間（⑵において「評価対象利用期間」

という。）が６月を超える者をいう。以下この号において同じ。）の総数が１０人以上

であるこ  

⑵  評価対象者全員について、評価対象利用期間の初月（以下「評価対象利用開始月」）

と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービスの利用がない場合については

当該サービスの利用があった最終の月）においてＡＤＬを評価し、その評価に基づく値

（以下「ＡＤＬ値」）を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に当該測定を

提出していること。 

⑶  評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値

○ おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であって、継

続的に言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供を行うことにより、口腔

機能の向上または維持の効果が期待できると認められるものについては、継続的に口腔

機能向上サービスを提供する。 

イ 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認められる状態

の者 

ロ 当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が著しく低下するおそれのある者 

○ 口腔機能向上サービスの提供に当たっては、別途通知（「リハビリテーション・個別

機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）を参照されたい。 

〇 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥ

への提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加

算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照された

い。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活

用し、利用者の状態に応じた口腔機能改善管理指導計画の作成（Plan）、当該計画に基

づく支援の提供（Do)、当該支援内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該

計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サー

ビスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に

資するため、適宜活用されるものである。 

 別に厚生労働大臣が定める基準（※１）に適合しているものとして、電子情報処理

組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った指定通所介護事業所において、利用者に対して指定通所介護を行った場合は、

評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間（※２）をいう。）の満了日の属する

月の翌月から12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

イ ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ) 30単位 

ロ ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ) 60単位 
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から評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値を用いて一定の基準に基

づき算出した値（以下「ＡＤＬ利得」）の平均値が１以上であること。 

ロ ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ) 次のいずれにも適合すること。 

⑴ イ⑴及び⑵の基準に適合するものであること。 

⑵ 評価対象者のＡＤＬ利得の平均値が３以上であること。 

※２ 厚生労働大臣が定める期間 

ＡＤＬ維持等加算の算定を開始する月の前年の同月から起算して１２月までの期間 

（老企第３６号 第２の７（１４）） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の７（１７）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)及び(Ⅱ)について 

イ ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index を用いて行うも

のとする。 

ロ 大臣基準告示第 16 号の２イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、ＬＩ

ＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科

学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理

手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

  サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報

を活用し、利用者の状態に応じた個別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基

づく個別機能訓練の実施（Do）、当該実施内容の評価（Check）、その評価を踏まえ

た当該計画の見直し、・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）に

より、サービスの質の管理を行うこと。 

  提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向

上に資するため、適宜活用されるものである。 

ハ 大臣基準告示第 16 号の２イ⑶及びロ⑵におけるＡＤＬ利得は、評価対象利用開

始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から、評価対象利用開始月

に測定したＡＤＬ値を控除して得た値に、次の表の左欄の評価対象利用開始月に測

定したＡＤＬ値に応じてそれぞれ同表の右欄に掲げる値を加えた値を平均して得た

値とする。 

ＡＤＬ値が０以上 25 以下  １ 

ＡＤＬ値が 30 以上 50 以下  １ 

ＡＤＬ値が 55 以上 75 以下  ２ 

ＡＤＬ値が 80 以上 100 以下  ３ 

ニ ハにおいてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者は、ＡＤＬ利得の

多い順に、上位 100 分の 10 に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てるものとする。）及び下位 100 分の 10 に相当する利用

者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）を除く 

利用者とする。 

 ホ 加算を取得する月の前年の同月に、基準に適合しているものとして都道府県知事に

届け出ている場合は、届出の日から 12 月後までの期間を評価対象期間とする。 

へ 令和６年度については、令和６年度３月以前よりＡＤＬ維持加算（Ⅱ）を算定し

ている場合、ＡＤＬ利得に関わらず、評価対象期間の満了日の属する月の翌月から

１２月に限り算定を継続することができる。 
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（平成３０年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａvol.5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｖｏｌ.１】 

（問３７）平成３０年度のＡＤＬ維持等加算の算定の可否を判断する場合、平成２９年

１月から１２月が評価対象期間となるが、この時期に、加算を算定しようとする指

定通所介護事業所が指定介護予防通所介護事業所と一体的に運営されていた場合、

指定居宅サービス基準第１６条の２イ（１）の「利用者」には、当該指定介護予防

通所介護事業所の利用者も含まれるのか。 

（回答） 含まれない。本件加算は、指定通所介護及び指定地域密着型通所介護が対象

である。なお、指定居宅サービス基準第１６条の２イ（３）に「要支援認定」とあ

るのは、「利用者」に要支援者を含むとの意味ではなく、初回の要支援認定の後、評

価対象利用開始月までの間に要介護認定を受ける場合を想定したものである。 
 
（問３８）ＡＤＬ維持等加算について、評価対象利用期間は指定通所介護事業所又は指

定地域密着型通所介護事業所を連続して６月以上利用した期間とされているが、 

１）この「連続して利用」とは、毎月１度以上利用していることを指すのか。 

２）この「連続して６月以上利用」は評価対象期間内である必要があるのか。 

３）６月より多く連続して利用している場合、当該連続しているすべての月を評価

対象利用期間とするのか。 

（回答）１）貴見のとおりである。 

２）貴見のとおりである。評価対象利用期間は、評価対象期間の一部であるこ

とを想定している。つまり、その最初の月から最後の月まで、評価対象期間

に含まれている必要がある。 

３）連続しているすべての月ではなく、その中に最初の月が最も早い６月の期

間を評価対象利用期間とする。例えば、２月から１１月まで連続利用がある 

場合は、２月から１１月までではなく、２月から７月までを評価対象利用期

間とする。 

（問３９）ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）は、算定しようとする月の５時間未満の

通所介護の算定回数が５時間以上の通所介護の算定回数以上の利用者でも算定でき

るのか。 

（回答） できる。 
 

問５ ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、 Barthel Index （以下「ＢＩ」

という。 ）を用いて行うとあるが、「一定の研修」とはなにか。 

（答） 

・一定の研修とは、様々な主体によって実施されるＢＩの測定方法に係る研修を受講す

る こ と や 、 厚 生 労 働 省 に お い て 作 成 予 定 の Ｂ Ｉ に 関 す る マ ニ ュ ア ル

（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html）及びＢ

Ｉの測定についての動画等を用いて、ＢＩの測定方法を学習することなどが考えられ

る 。 

・また、事業所は、ＢＩによる評価を行う職員を、外部・内部の理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士から指導を受ける研修に定期的に参加させ、その参加履歴を管理する

ことなど によりＢＩの測定について、適切な質の管理を図る必要がある。加えて、こ

れまでＢＩによる評価を実施したことがない職員が、はじめて評価を行う場合には、

理学療法士等の同席の下で実施する等の対応を行わねばならない。 
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【感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の取扱

い】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（老企第３６号 第２の７（７）の２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【科学的介護推進体制加算】 

 

 

 

 

 

 

【指定居宅サービスの事業の一般原則】 

 

 

 

 

 

 

 

○ 通所介護費について、感染症又は災害（厚生労働大臣が認めるものに限る。）の発

生を理由とする利用者数の減少が生じ、当該月の利用者数の実績が当該月の前年度に

おける月平均の利用者数よりも100分の５以上減少している場合に、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局が定める様式による届け出を

行った指定通所介護事業所において、指定通所介護を行った場合には、利用者数が減

少した月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定単位数の100分の３に相当す

る単位数を所定単位数に加算する。 

ただし、利用者数の減少に対応するための経営改善に時間を要することその他の特

別の事情があると認められる場合は、当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以

内に限り、引き続き加算することができる。 

（ポイント） 

○ 感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の基

本報酬への加算の内容については、令和３年３月１６日老認発０３１６第４号・老老

発０３１６第３号通知を参照すること。 

○ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして電子情報処理組織を使用する

方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定通

所介護事業所が、利用者に対し指定通所介護を行った場合は、科学的介護推進体制加

算として、１月につき40単位を所定単位数に加算する。 

イ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定した値をいう。以下同じ。）、

栄養状態、口腔機能、認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症をいう。以下

同じ。）の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省

に提出していること。 

ロ 必要に応じて通所介護計画を見直すなど、指定通所介護の提供に当たって、イに

規定する情報その他指定通所介護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活

用していること。 
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（老企第３６号 第２の７（２１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指定居宅サービスの事業の一般原則】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(指定居宅サービスの事業の一般原則) 

第３条 指定居宅サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の

立場に立ったサービスの提供に努めなければならない。 

２ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスの事業を運営するに当たっては、地

域との結び付きを重視し、市町村(特別区を含む。以下同じ。)、他の居宅サービス事業

者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければ

ならない。 

３ 指定居宅サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

４ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスを提供するに当たっては、法第１１

８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ

有効に行うよう努めなければならない。 

（ポイント） 

①  科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに前

述の掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対して算定できるもの

であること。 

②  情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、

提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本

的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

③  事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、

実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）によ

り、質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努める

ことが重要であり、具体的には、次のような一連の取組が求められる。したがって、

情報を厚生労働省に提出するだけでは、本加算の算定対象とはならない。 

イ  利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供す 

ためのサービス計画を作成する（Plan）。 

ロ  サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重

度化防止に資する介護を実施する（Do）。 

ハ  ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、

事業所の特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Check）。 

ニ  検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、

サービスの質の更なる向上に努める（Action）。 

④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上

に資するため、適宜活用されるものである。 
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【電磁的記録等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ポイント） 

○ 第４項の介護保険等関連情報の活用とＰＤＣＡサイクルの推進について 

第４項は、指定居宅サービスの提供に当たっては、法第 118 条の２第１項に規定

する介護保険等関連情報等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイクルを構築・推進す

ることにより、提供するサービスの質の向上に努めなければならないこととしたもの

である。 

こ の 場 合 に お い て 、 「 科 学 的 介 護 情 報 シ ス テ ム （ Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ ： Long-term 

careInformation system For Evidence）」に情報を提出し、当該情報及びフィード

バック情報を活用することが望ましい。 

 

（電磁的記録等）  

第２１７条 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、この省令の規定において書面（書面、書類、文

書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識すること

ができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行

うことが規定されている又は想定されるもの（第十一条第一項（第三十九条の三、第四

十三条、第五十四条、第五十八条、第七十四条、第八十三条、第九十一条、第百五条、

第百五条の三、第百九条、第百十九条、第百四十条（第百四十条の十三において準用す

る場合を含む。）、第百四十条の十五、第百四十条の三十二、第百五十五条（第百五十

五条の十二において準用する場合を含む。）、第百九十二条、第百九十二条の十二、第

二百五条、第二百六条及び第二百十六条において準用する場合を含む。）及び第百八十

一条第一項（第百九十二条の十二において準用する場合を含む。）並びに次項に規定す

るものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うこ

とができる。 

２ 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者は、交付、説明、同

意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この省

令の規定において書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当

該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法

その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。 
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（ポイント） 

〇 電磁的記録について 

指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者等（以下「事業者

等」という。）の書面の保存等に係る負担の軽減を図るため、事業者等は、この省令

で規定する書面（被保険者証に関するものを除く。）の作成、保存等を次に掲げる電

磁的記録により行うことができることとしたものである。 

⑴ 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル 

に記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方法によること。 

⑵ 電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。 

➀ 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイ 

 ル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

② 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記録を 

事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をも

って調製するファイルにより保存する方法 

⑶ その他、居宅基準第 217 条第１項及び予防基準第 293 条第１項において電磁的 

記録により行うことができるとされているものは、⑴及び⑵に準じた方法によるこ

と。 

⑷また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介

護関係事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び厚生労働省

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 
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〇 電磁的方法について 

利用者及びその家族等（以下「利用者等」という。）の利便性向上並びに事業者等

の業務負担軽減等の観点から、事業者等は、書面で行うことが規定されている又は想

定される交付等（交付、説明、同意、承諾、締結その他これに類するものをいう。）

について、事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法によることがで

きることとしたものである。 

⑴ 電磁的方法による交付は、居宅基準第８条第２項から第６項まで及び予防基準第 

49 条の２第２項から第６項までの規定に準じた方法によること。 

⑵ 電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思表示を 

した場合等が考えられること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19 日 

内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。 

⑶ 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観点 

から、書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ま 

しいこと。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19 日内閣府・法務省・ 

経済産業省）」を参考にすること。 

⑷ その他、居宅基準第 217 条第２項及び予防基準第 293 条第２項において電磁的 

方法によることができるとされているものは、⑴から⑶までに準じた方法によるこ 

と。ただし、居宅基準若しくは予防基準又はこの通知の規定により電磁的方法の定 

めがあるものについては、当該定めに従うこと。 

⑸ また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護 

関係事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び厚生労働省「医 

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 


